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日本版個別化学級環境評価尺度 ICEQ
現実・選好フォームの検討

平　田　乃　美１

1.教育環境研究：二つの潮流
　本稿は、心理学的尺度構成法による教育環境測定指標（質問紙）「個別化

学級環境尺度ICEQ：Individualized Classroom Environment Questionnaire

（Rentoul & Fraser, 1979）」の現実・選好フォームの項目検討について記録

するノートである。心理学領域における教育環境研究の起源は、大別する

と、教育者と学習者の捉え方を重視する認知学派と、その場の物理的、社

会的、生態的側面を重視する生態学派、の二つの潮流にみることができる。

本稿で扱う一連の教育環境測定指標は、前者の認知学派の考え方に基づく

手法である。

2.行動：ヒトの欲求と環境の着地点
　認知学派の研究は、Lewin（1946）の定理 B=f(P, E)を根底に、 Murray

（1938）の欲求−圧力モデルを基盤とする社会的風土(雰囲気)の研究とし

て発展を遂げてきた（詳しくは、平田,2001,2007,2014,2017,参照）。

　Fig.1は、欲求-圧力モデルにおけるヒトと環境の関係性について視覚的

な説明を試みたものである。Murrayのモデルによれば、「環境からの圧
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力」は人間に働きかけてさまざまな反応を引き起こす。たとえば、環境か

らの圧力が強く物理的な不可抗力が行く手に立ちはだかればヒトの行動は

制限を受ける。しかし、ヒトも支配に同化して従うばかりではなく試行錯

誤して環境に挑み調節を働きかける。こうしてヒトと環境の間にシノモル

フィ（人間行動と物理的環境が適合／調和している状態）や互いに影響し

合う相互浸透が生じるが、その過程の人間の反応には人それぞれまとまっ

た一定の傾向がみられる。この傾向はヒトの「内的な欲求」に基づいてい

る。したがって、欲求−圧力モデルでは、「特定の目標に向かう個人の欲求

（personal needs）」と「内在化された欲求を満たしたり不満に陥らせたり

する外的刺激または環境圧力（environmental press）」は相似（similarity）

の関係、あるいは、凹凸が対応する割り符のように形状の類似した関係に

あると捉えることができる。この結果として、環境圧力理論では「人間行

動」を人間の欲求と環境圧力の結合として理解されるのである。

Fig.1  Murray（1938）環境圧力理論の図式化
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3.投影法：心を測る理論の起源
　環境圧力理論の礎を築いたMurrayは、「絵」に投影される過去と未来のス

トーリーからパーソナリティの理解を試みる投影法による心理検査「主題

統覚検査 TAT: Thematic Apperception Test」の考案者でもある。Murrayは、

圧力そのものよりも環境からの圧力に対するヒトの統覚（Apperception）

を重視した。環境からの働きかけ（圧力）と過去経験に基づくヒトの思考

（欲求）が結合してテーマが構成され、その帰結としてヒトの意思決定や

行動を理解する投影法の背景をもつ彼の理論は、今日の社会的風土（雰囲

気）研究の起源となっている。

　Fig.2は、環境圧力と人間行動の関係の図式化である。物理的環境（α

press）と心理的環境（βpress）はいずれも人間行動に働きかけ、特に心

理的環境の重要性が示されている。一連の環境圧力理論を根拠に、Pace & 

Stern（1958）は、集団内の欲求の集積を測定することでその環境に現存する

圧力、即ち社会的風土（雰囲気）を測定できるとして高等教育環境の特徴を

測定する大学特色指標 CCI（College Characteristics Index）を、 Stern（1970）

は AI（Activities Index）を開発した。Moos（1976）もまた環境圧力理論に

基づき、人間行動に効果をもつ基本的な環境として ⑴ 人間関係の深さや

Fig.2  Murray（1938）の環境圧力理論
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質、相互の支え合いの程度を意味する「人間関係（Relationship）」、⑵ 個

人の成長の方向性を示す「個人発達と目標志向（Personal growth & Task 

Orientation）」、⑶ 環境における規則性や一貫性、見通しの立て易さ、変化

に対する反応性の程度を意味する「組織維持と変化（System maintenance 

& change）」、の3次元を提唱して、一連の社会的環境尺度を開発した。

4.個別化学級環境尺度
　心理学的尺度構成法による教育環境測定指標（質問紙）には様々なヴァ

リエーションがある。個別化学級環境尺度 ICEQ：Individualized Classroom 

Environment Questionnaire（Rentoul & Fraser, 1979）は、個別化教育の実

践が生み出す学級風土の測定に焦点を当てた尺度（以下、ICEQと称する）

である。ICEQ はMoosの基本3次元から成立しているが、下位次元は個別

化教育に見合った次の5次元、各10の項目で構成されている。

「人間関係」次元

（1）Personalization：「個人指導」

一人ひとりの生徒が教師と関わり合う機会、生徒個人の幸福や社会

的成長が重視される程度

（2）participation：「参加性」

生徒が受動的な聞き手であるよりも参加者になるよう奨励される程度

「個人発達と目標志向」次元

（3）Independence：「自主性」

生徒が自分で意思決定したり、学習や行動をコントロールすること

を許されている程度

（4）Investigation：「探究性」

探究の技術や手順と、それらを問題解決や調査に利用することが重

視される程度

「組織維持と変化」の次元

（5）Differentiation：「個別化」
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生徒が能力・学習スタイル・興味・学習速度等に応じて、選択的な

教育を受けられる程度

5.人間環境適合論：現実と選好の学級環境
　ICEQ をはじめ環境圧力理論を基に開発された環境測定指標では、現実

（Actual）の環境だけでなく選好（Preferred）する環境も測定対象とでき

る。現実と選好のフォームは、質問項目は同じだが、教示と項目文の一部

が異なる。現実の教示文では、『次の文章は、あなたの現在の学級にどの程

度当てはまりますか』となり、選好フォームでは、『次の文章は、あなたの

学級にどの程度当てはまっていたら望ましいと思いますか』となる。

　現実と選好の測定値の比較から学級に過不足な要因を把握して、両者を

一致・適合（fit）させていくことで教育効果が高まることが多数報告され

ており、例えば Stern（1970）は、現実の学級環境において子どもが感じ

る圧力（Actual）を好ましい程度（Preferred）に一致させることで、教育

効果が高まることを報告している．これらの現象は、人間−環境適合理論

（Hunt, 1975）で説明される。

6.ICEQ現実・選好フォームの項目検討
【調査概要】

　日本版 ICEQ 作成準備の基礎研究として、教育環境研究が盛んなオース

トラリアの共同研究者と連携してBack Translation法で作成した「日本語版

個別化学級環境尺度」の現実・選好フォーム各50項目（合計100項目、5件

法）を実施した。

【調査対象】

　オープン教育を実施する首都圏T市立小学校に協力を仰ぎ、高学年児童

全員の回答を得た。有効回答数は、242名であった。

　［内訳］　5年生128名：男子62名、女子66名

　　　　　6年生114名：男子61名、女子53名
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【項目の検討】

　本稿は、日本版「個別化学級環境尺度 ICEQ」作成準備の基礎研究として

行った日本語版 ICEQの項目検討の記録ノートであるため、今回の測定結

果（オープン教育実施校における児童の学級環境認知の測定結果：現実・

選好の比較、性差、学年差、学級環境評価と家庭環境や個人属性との関連、

等）および比較にもちいた ICEQ選好・現実各フォームの主成分分析／因子

分析の結果については別稿にゆずる。

　ここでは、ICEQ選好・現実各フォームの主成分分析／因子分析において

抽出が困難だった下位次元の内容を吟味するため、オリジナルの尺度構成

における選好・現実フォーム各尺度の内的整合性を確認することとした。

内的整合性の指標として、Cronbachのα係数および尺度内の各項目間の相

関係数を算出した。5つの下位次元は質問紙の項目番号に対応して一部表

番号の順に入れ替わりがあるが、《現実フォーム》は⑴ 個人指導 Table 1a、

⑵ 参加度 Table 3a、⑶ 自主性 Table 4a、⑷ 探求性 Table 5a、⑸ 個別化

Table 2a、《選好フォーム》は⑴ 個人指導 Table 1b、⑵ 参加度 Table 3b、

⑶ 自主性 Table 4b、⑷ 探求性 Table 5b、⑸ 個別化 Table 2b、にまとめ

た。

【人間関係】の次元

⑴　個人指導（α=0.68〜0.82、選好α=0.73〜0.74）

　5つの下位次元のうち尺度内の項目間相関が認められる項目が最も

多く（Table 1a,1b）、現実・選好フォームともに、特に同じ人間関係

次元「参加度」に属する多くの項目間で相関があった。

　《現実フォーム》のα係数は、「Q31 授業中、先生はずっと教室の前

にいて皆の席を回ったり話しかけたりしません」の削除により0.69ま

で、「Q21 先生は子どもたちに不親切です」の削除により0.82まで変動

させることができる。《選好フォーム》のα係数は、「Q31 授業中、先

生はずっと教室の前にいて皆の席を回ったり話しかけたりしません」
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の削除により0.74に上昇する。

⑵　参加度（α=0.66〜0.71、選好α=0.67〜0.74）

　尺度内の項目間相関は比較的認められ（Table 3a, 3b）、特に、選好

フォームでは「個別化」以外の「個人指導」「自主性」「探求性」の項

目間で多く相関があった。

　《現実フォーム》のα係数は、「Q32 子どもたちは、座って先生の話

を聞きます」を削除すると0.71に上昇する。《選好フォーム》のα係

数は、「Q7 先生は、聞いてくれるより自分が話します」の削除により

0.71、「Q32 子どもたちは、座って先生の話を聞きます」の削除によ

り0.74まで変動する。

【個人発達と目標志向】の次元

⑶　自主性（現実α=0.31〜0.39、選好α=0.69〜0.72）

　尺度内で項目間相関が認められる項目は少なく（Table 4a, 4b）、現

実フォームは選好フォームよりも項目間の相関が少なかった。

　《現実フォーム》のα係数は、5つの下位次元で最も低く、「Q3 子ど

もたちがどこに座るかは、先生が決めます」の削除により0.32、「Q8 グ

ループで勉強するとき、どの子と組むかは子どもたちが決めます」の

削除により0.39、「Q13 どんなふうに勉強したらよいかについては、先

生がきちんと教えてくれます」の削除により0.32までと、項目間相関

の低い項目の削除による変動幅は僅かだった。《選好フォーム》のα係

数は、「Q8 グループで勉強するとき、どの子と組むかは子どもたちが

決めます」の削除により0.72に上昇する。

⑷　探究性（α=0.49〜0.58、選好α=0.67〜0.74）

　尺度内で項目間相関が認められる項目は少なく（Table 5a, 5b）、現

実フォームは選好フォームよりも項目間の相関が少なかった。
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　《現実フォーム》のα係数は、「Q4 問題の答えは、調べるよりも教

科書から見つけます」を削除すると0.53、「Q19 問題や課題は、自分

で調べるよりも先生に聞きます」の削除により0.58に上昇する。《選好

フォーム》のα係数もまた、「Q4 問題の答えは、調べるよりも教科書

から見つけます」の削除で0.73、「Q19 問題や課題は、自分で調べる

よりも先生に聞きます」の削除により0.74、「Q49 子どもたちは問題

を解くときに、図書館に調べに行けます」の削除により0.72まで上昇

する。

【組織維持と変化】の次元

⑸　個別化（α=0.46〜0.51、選好α=0.75）

　5つの下位次元のうち尺度内で項目間相関が認められる項目が最も

少なかった（Table 2a, 2b）。《現実フォーム》のα係数は、「Q30 勉強

の終わった子たちは、他の子が追いつくのを待ちます」の削除により

0.51まで変動する。《選好フォーム》のα係数は、全10項目が揃った状

態で最も高かった。

7.個別化教育：教育成果の測定のために
　本稿の日本語版 ICEQオリジナルの下位尺度の検討では、【人間関係】次

元では一定の内的整合性が認められた一方、【個人発達と目標志向】、【組織

維持と変化】次元では下位尺度内の項目間相関に修正すべき課題があるこ

とが確認され、日本版「個別化学級環境尺度」の作成に向けて、尺度改訂

の基礎資料を得ることができた。

　日本の個別化教育は、「統合学習」などの名称で一部の学校で独自に実践

されてきた経緯はあるものの、近年、全国的に導入された「総合学習」な

ど、その歴史は新しい。教師の授業デザイン・指導案が学習効果、教育の

質に直接関わるこの新しい教育実践に挑む学校現場で、 ICEQ のような既

に欧米で標準化され一定の有用性が報告されている個別化教育用の測定指
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標が活用されるならば、その有効性は期待できる。学校経営・学級運営に

おいて、どのような要因をどの程度強調するか、どの程度児童・生徒の要

望に添うかは教育者の理念によるが、導入した教育方法が子どもの学級評

価にどのように反映されるか、子どもたちが望む学級環境とどの要因でど

の程度に符合や乖離が生じているか、等の情報は、新しい教育実践の有益

な資料とできるだろう。
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